
令和５年５月３０日 

防災街づくり担当部 

建 築 安 全 課 

 

 

世田谷区空家等対策計画（第２次）（素案）について 

 

 

１ 主旨 

平成３０年度に「世田谷区空家等対策計画」を策定し、空家等対策に取り組んできた。 

空家等の現状を把握するため、令和３年度に世田谷区土地利用現況調査の中で空家等

実態調査を実施し、昨年９月に「世田谷区空家等対策計画（第２次）」の策定着手につい

て報告した。 

この度、これまでの取組み、国の施策の動向及び令和４年度に実施した建物使用実態

アンケート調査の結果を踏まえて、空家等対策をより総合的かつ計画的に推進するため、

「世田谷区空家等対策計画（第２次）」の素案を取りまとめたため報告する。 

 

２ これまでの経緯 

  平成２８年 ４月  区空家等の対策の推進に関する条例の施行 

  平成３０年１０月  空家等対策計画の策定 

  令和  ３年度    空家等実態調査（土地利用現況調査の中で実施） 

  令和  ４年 ９月   都市整備常任委員会（検討着手報告） 

        ９月～ 建物使用実態アンケート調査・空家等対策計画（第２次）の策

定検討着手 

       １１月  世田谷区空家等対策審査会（検討状況報告） 

  令和  ５年 ３月  世田谷区住宅委員会 （同上） 

 

３ 各種調査 

  計画の策定にあたり、空家等を取り巻く状況を把握するため、以下の調査を実施した。 

（１） 空家等実態調査 

①主な調査内容 

調査は外観目視により、居住・管理の状態を確認する。 

（一次判定）判断基準に基づいて、戸建て住宅、共同住宅、併用住宅、その他（店舗・事

務所・工場等）について、居住・管理の判定を行う。 

（二次判定）一次判定で空家と判断された建物について、区の基準により判定を行う。 

②調査結果概要・分析 

ア 把握した空家等の総数は、８８３棟であった。 

イ 前回調査（Ｈ２８・２９年度）から著しい数値の変化はみられなかった。 

ウ 判定の内訳としては、良好な状態（Ｄランク）の物件が約６割であり、著しく管理 

不全空家（Ａランク）は２件で改善要請を検討する管理不全空家等（Ｂランク）も含
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めて約２割であった。 

エ 前回調査時から流通・利活用がされ、一定数の空家等が減少している一方、全体の

約８割が今回新たに把握した空家等であり、新規に空家等になった物件も少なくな

い。 

 

（２） 建物使用実態アンケート調査 

①主な調査内容 

令和３年度時点で居住の確認や解体済みが確認できた建物等を除いた８１５棟を対象

に、所有者等の意向や建物の使用実態などの調査を行った。 

②調査結果概要 

  回収率２９．４％（２４０通）。その中から「日常的に居住していない建物」と回答の

あった１５８通を対象に分析を行った。 

ア 60歳以上の所有者等が約７割を占めていた。  

イ 回答のあった所有者等の約６割が世田谷区外在住であった。 

ウ 回答のあった所有者等の約３割が、相続人がいない、わからないという回答であっ

た。 

エ 特定空家等の勧告を受けた場合、固定資産税等の住宅用地に係る課税標準の特例

の対象から除外されることについて、約７割の回答者が知らないと回答した一方で、

約８割の回答者が税額が上昇する前に回避したいと考えていることが分かった。 

 

４ 空家等対策の課題 

（１）発生抑制 

  所有者からの相談数増加への取組み、高齢者への周知をより一層行う必要がある。 

（２）適切な管理の確保、活用促進 

  相談数の増加や区外在住の所有者への普及啓発方法について工夫が必要である。 

（３）利活用 

  地域の課題解決の一助となるような利活用については所有者の意向によるところが大

きいため、空家等となる前段階から所有者へ理解を求めていく必要がある。 

（４）管理不全対策 

  特定空家等に至らない管理不全空家等への対応、管理不全に至っていない空家等の所

有者への周知啓発が必要である。 

 

５ 主な変更点 

各調査結果などを踏まえ、空家等対策をより一層推進すべく、具体的な実施施策の検

討を行った。主な変更内容は以下のとおり。 

（１）周知啓発にとどまらず、空家等となる前段階からの支援を展開する。 

（２）区外の所有者も利用しやすい流通促進策を進める。 

（３）予定されている法改正の内容に合わせ、管理不全空家等の対策を推進する。 

（４）法改正を踏まえ、相続人不存在、所有者不明の空家への取組みを進める。 

（５）窓口を運営する企業や福祉的活動団体など、民間主体との連携を促進する。 
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６ 今後のスケジュール（予定） 

  令和５年  ６月  素案公表・区民意見募集 

       １１月  都市整備常任委員会（区民意見募集結果等・案の報告） 

  令和６年  ４月  空家等対策計画（第２次）策定 

 

７ 添付資料 

  別紙１ 世田谷区空家等対策計画（第２次）（素案）の概要 

  別紙２ 世田谷区空家等対策計画（第２次）（素案） 
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計画期間は令和６～１０年度の５年間とします。社会情勢や国・都の動向、区の関連計画等を踏まえ、

必要に応じて計画の見直しを行います。

世田谷区空家等対策計画（第２次）（素案）【概要版】 令和5（2023）年5月

本計画は、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「空家法」という）を根拠に、関連計

画・施策との整合を図りながら、空家等の対策に関する基本的な方針、実施する施策、実施体制等を定

めるものです。

１ 計画の基本事項

「空家等はなるべく早い段階で活用する」との考え方を基本に、所有者の判断を迅速化する取組みを
進め、空家等の発生抑制、適切な管理や活用を促進します。活用が困難な空家等については除却等の取
組みを促進します。

２ 区の現状及び空家等の実態

２.１.１ 建物棟数の推移

※本計画では、空家法に規定する「空家等」と、住宅・土地統計調査でも用いられている一般的な表

現方法である「空き家」（共同住宅等の一部空き住戸も含む）を区別して表記しています。

「空家等」は棟数、「空き家」は戸数で数えます。

区の建物棟数は、昭和56（1981）年の148,524 棟と令和3（2021）年の180,022棟を比較すると、40

年間で約2割増加しています。旧耐震基準と新耐震基準の分類は平成18（2006）年から実施しており、

旧耐震基準は平成18（2006）年の77,344 棟から令和3（2021）年の49,957 棟へと約3割強減少していま

す。
出典：世田谷区土地利用現況調査

２.１.３ 空き家数・率の推移

区内の空き家の総戸数は昭和63（1988）年の30,270 戸から平成30（2018）年の50,250 戸へ約6割強

増加し、空き家率も昭和63（1988）年の8.5%から平成30（2018）年の9.6%と約1ポイント増加していま

す。

出典：国勢調査（総務省）・世田谷区将来人口推計

出典：住宅・土地統計調査（総務省）

２.２.１ 空家等実態調査結果

計画の策定にあたり、空家等の現状を把握するため、令和3年度に「空家等」と思われる建物を対象

に調査を実施しました。調査の結果、把握した空家等の総数は883棟です。前回調査から著しい数値の

変化は見られませんでした。なお、前回調査で把握した空家等の約8割は流通・利活用等されており、

一定数の空家等が減少している一方で、新規に空家等となった物件も少なくありません。

空家等の判定は、建物と敷地の状況を総合的に判定し、空家等の状態分類を実施しました。

建物の判定：建物の倒壊、屋根・外壁等の脱落、飛散等のおそれ

敷地の判定：衛生上の有害、景観の阻害、立木･害虫等による生活環境阻害等

【空家等の判定と分類】
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２.１.２ 65歳以上の世帯および将来人口推計

区内における65歳以上のみ夫婦世帯数と65歳以上単独世帯数の推移を見ると、平成17（2005）年から
令和2（2020）年までの15年間で65歳以上のみ夫婦世帯数は約1.4倍、65歳以上単独世帯数は約1.6 倍に

増加しています。

また、世田谷区将来人口推計によると、区内における65歳以上の人口は、令和4年（2022）から令和

14年（2032）までの10年間で約1.1倍、令和24年（2042）までの20年間で約1.4倍に増加すると予測され

ています。

高齢者のみの世帯は、その後相続者が居住または使用する可能性が低く、空き家となる可能性が高い

と考えられるため、空き家の予備軍として注視が必要な数となっています。また、高齢者人口の増加に

より、今後、高齢者のみの世帯数も増えていくことが予想されます。

平成30年に「世田谷区空家等対策計画」を策定し、空家等対策を推進し、特定空家等の解消など、一

定の成果を上げてきました。しかしながら、今後も高齢化の進行が予測される中、空家数の増加が懸念

されるところです。そこで、本計画はこれまでの取組み、関連法案や制度の改正等、国の施策の動向及

び空家等の調査結果を踏まえ、「安全で快適な暮らしをともにつくる都市 世田谷」を目指し、空家等

対策をより総合的かつ計画的に推進することを目的とします。

２.２.２ 建物使用実態アンケート調査

空家等現地調査の結果、令和3年度時点で、居住の確認や解体済が確認できた建物等を除いた815棟に

アンケートを送付（固定資産税の納付書の送付先）し、回収率は29.4%（240通）でした。以下は、その

中から「日常的に居住していない建物」と回答のあった158通を対象にした結果の抜粋です。

３ 空家等対策の課題

【発生抑制】

所有者からの相談数増加への取組み、高齢者への周知をより一層行う必要があります。

【適切な管理の確保、活用促進】

相談数の増加や区外在住の所有者への普及啓発方法について工夫が必要です。

【利活用】

地域の課題解決の一助となるような利活用については所有者の意向によるところが大きいため、空家
等となる前段階から所有者へ理解を求めていく必要があります。

【管理不全対策】

特定空家等に至らない管理不全空家等への対応、管理不全に至っていない空家等の所有者への周知啓発
が必要です。

前計画の振り返りをもとに課題を把握しました。

◆60歳以上の所有者等が約7割を占めていました。

◆回答のあった所有者等の約6割が世田谷区外在住でした。

◆回答のあった所有者等の約3割が、相続人がいない、わからないという回答でした。

◆特定空家等の勧告を受けた場合、固定資産税等の住宅用地に係る課税標準の特例の対象から除外さ

れることについて、約7割の回答者が知らないと回答した一方で、約8割の回答者が税額が上昇する

前に回避したいと考えていることが分かりました。

分類 概要 内容 棟数

A 著しく管理不全 改善要請及び特定空家等として対応すべきか検討 2

B 管理不全 改善要請を検討 156

C 管理不全予備軍 経過観察 211

D 良好な状態 良好 514
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所有者等の生前、かつ、判断能力が十分なうちから、その家族も含め、空家等にしないため
の検討をすることの重要性について、意識の啓発を図ります。

空家等を早期に活用するという意識を醸成するとともに、所有者等の早期の決断を促し支援す
る取組みを促進します。

空家等の適切な管理は所有者等の責務であることを基本としつつ、適切な管理が行われていな
い空家等に対しては、空家法に基づいて必要な対策を講じます。

空家等の発生抑制、適切な管理や活用、除却を促進するため、民間主体との連携を進めます。

対象やねらいを定めた普及啓発

「世田谷区空き家対策ガイドブック」の改定相談体制の充実

高齢者を対象とした普及啓発

わかりやすい相談窓口の設置

各行政課題の解決に資する空家等の利活用

流通促進についての情報発信

特定空家等への対応管理不全な空家等への対応

相続人不存在、所有者不明の空家等への対応

民間主体による相談会開催への支援 「せたがや空き家活用ナビ」の充実

福祉的活動団体との連携

４ 空家等対策の具体的実施施策 ５ 空家等に関する対策の実施体制

建築安全課
（管理不全な空家等に関する相談窓口

・空家法に基づく対応等）

世田谷区空家等対策審査会
（世田谷区空家等対策審査会条例に基づく付属機関）

各総合支所 地域振興課
（管理不全な空家等に関する相談窓口）

世田谷区

世田谷区空家等対策会議

◼ 防災街づくり担当部長
◼ 建築安全課長
◼ 各総合支所地域振興課長

※その他、必要に応じた関係所管

諮問 答申

2

せたがや

空き家活用ナビ

空き家等地域

貢献活用相談窓口

協定に基づく

各民間の相談窓口
所有者等

地域・近隣住民

何から相談すれば
よいか分からない

区内にある事業者
に相談したい

相談・情報提供

地域資源として
提供したい

地域振興課

地域活動団体

行政課題解決を

希望する所管

連
携

建築安全課
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1 計画の基本的事項 

1.1 計画の目的                           

 平成 30年に「世田谷区空家等対策計画」を策定し、空家等対策を推進し、特定空家

等の解消など、一定の成果を上げてきました。しかしながら、今後も高齢化の進行が予

測される中、空家数の増加が懸念されるところです。そこで、本計画はこれまでの取組

み、関連法案や制度の改正等、国の施策の動向及び空家等の調査結果を踏まえ、「安全

で快適な暮らしをともにつくる都市 世田谷」を目指し、空家等対策をより総合的かつ

計画的に推進することを目的とします。 

 

1.2 計画の位置付け                                                 

 本計画は、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「空家法」という）を根拠

に、関連計画・施策との整合を図りながら、空家等の対策に関する基本的な方針、実施

する施策、実施体制等を定めるものです。 

 

 

1.3 計画期間                                                         

計画期間は令和６～１０年度の５年間とします。社会情勢や国・都の動向、区の関連

計画等を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

1.4 対象地区                                                        

区内全域 58.05平方キロメートル 
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1.5 対象の種類                                                      

空家法第 2条第 1項に規定する「空家等」です。戸建住宅、住戸全てが空いている

共同住宅等を対象とします。 

※発生抑制の取組みにおいては、将来「空家等」となる可能性のある建物も対象としま

す。 

※利活用の取組みでは、「空家等」に加えて、共同住宅の空き住戸や空き部屋、空家等

を除却した後の跡地も含めます。 

※本計画では、空家法に規定する「空家等」と、住宅・土地統計調査でも用いられてい

る一般的な表現方法である「空き家」（共同住宅等の一部空き住戸も含む）を区別して

表記しています。「空家等」は棟数、「空き家」は戸数で数えます。 

 

 

 

1.6 区の概要                                                        

住宅用地が区全体面積の 50.4％を占めており、区面積の半分が住居系の土地利用で

あり、住宅都市としての特性を示しています。また、住宅総数約 52万戸に対して、空

き家数 50,250戸（空き家率 9.6％）です。なお、令和 3年度に区が実施した悉皆調

査では、空家数 883 棟を把握しました。 

 

1.7 計画の基本方針                                                  

「空家等はなるべく早い段階で活用する」との考え方を基本に、所有者の判断を迅速

化する取組を進め、空家等の発生抑制、適切な管理や活用を促進します。活用が困難な

空家等については除却等の取組を促進します。 
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2 区の現状及び空家等の実態 

2.1 世田谷区の現状                            

2.1.1 建物棟数の推移 

区の建物棟数は、昭和 56（1981）年の 148,524 棟と令和 3（2021）年の

180,022棟を比較すると、40 年間で約 2 割増加しています。旧耐震基準と新耐震

基準の分類は平成 18（2006）年から実施しており、旧耐震基準は平成 18

（2006）年の 77,344 棟から令和 3（2021）年の 49,957 棟へと約 3割強減

少しています。      

 

 

出典：世田谷区土地利用現況調査 

2.1.2 65 歳以上の世帯及び将来人口推計 

区内における 65歳以上のみ夫婦世帯数と 65歳以上単独世帯数の推移を見ると、

平成１７（２００５）年から令和 2（2020）年までの１5 年間で 65歳以上のみ夫

婦世帯数は約 1.4倍、65歳以上単独世帯数は約 1.6 倍に増加しています。 

また、世田谷区将来人口推計によると、区内における 65歳以上の人口は、令和４年

（2022）から令和 14 年（2032）までの 10 年間で約 1.1 倍、令和 24 年（2042）

までの 20年間で約 1.4 倍に増加すると予測されています。 

高齢者のみの世帯は、その後相続者が居住または使用する可能性が低く、空き家と

なる可能性が高いと考えられるため、空き家の予備軍として注視が必要な数となって

います。また、高齢者人口の増加により、今後、高齢者のみの世帯数も増えていくこ

とが予想されます。 

94,559 102,412 
117,815 

130,065 

77,344 69,230 
58,207 

49,957 
148,524 149,887 

156,564 154,935 
164,134 

171,903 171,642 176,022 180,022 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

昭和56年

（1981）

昭和61年

（1986）

平成3年

（1991）

平成8年

（1996）

平成13年

（2001）

平成18年

（2006）

平成23年

（2011）

平成28年

（2016）

令和3年

（2021）

新耐震基準 旧耐震基準 建物棟数
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出典：国勢調査（総務省） 

 

 

出典：世田谷区将来人口推計 

  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成１７年

（２００５）

平成２２年

（２０１０）

平成２７年

（２０１５）

令和２年

（２０２０）

65歳以上のみ夫婦世帯数 65歳以上単独世帯数

150,000

170,000

190,000

210,000

230,000

250,000

270,000

令和4年（2022） 令和14年（2032） 令和24年（2042）

６５歳以上の人口（推計）
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2.1.3 空家数・率の推移 

区内の空き家の総戸数は昭和 63（1988）年の 30,270 戸から平成 30

（2018）年の 50,250 戸へ約 6割強増加し、空き家率も昭和 63（1988）年の

8.5%から平成 30（2018）年の 9.6%と約 1ポイント増加しています。 

 

 

出典：住宅・土地統計調査（総務省）  

30,270 39,490 37,250 38,150 34,790 52,600 50,250 

326,290 
354,290 371,180 386,120 420,430 

453,240 470,860 

8.5

10

9.1 9

7.6

10.4

9.6

0
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6
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100,000

200,000
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400,000
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600,000

昭和63年

（1988）

平成5年
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平成10年
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平成15年
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平成20年
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平成25年

（2013）

平成30年

（2018）

空き家総戸数 空き家以外の住宅総戸数 空き家率（％）
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2.2 空家等の調査                           

2.2.1  空家等実態調査結果 

計画の策定にあたり、空家等の現状を把握するため、令和 3 年度に「空家等」と思

われる建物を対象に調査を実施しました。調査の結果、把握した空家等の総数は 883

棟です。前回調査から著しい数値の変化は見られませんでした。なお、前回調査で把握

した空家等の約 8 割は流通・利活用等されており、一定数の空家等が減少している一

方で、新規に空家等となった物件も少なくありません。 

 

 

 

 

  

47

69

93

209

2

109

142

421

674

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

Aランク

Bランク

Cランク

Dランク

合計

H28・29年度実態調査時点から現存する空家数（R4年4月時点）

R3年度実態調査で新たに把握した空家数

合計 514（485）

合計 211（317）

合計 156（156）

合計 2  (8)

合計 883

（966）

()内の数値は H28・29年度実態調査時の空家数 

2 
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■判定結果 

 

 

【空家等の判定と分類】 

空家等の判定は、建物と敷地の状況を総合的に判定し、空家等の状態分類を実施しま

した。 

建物の判定：建物の倒壊、屋根・外壁等の脱落、飛散等のおそれなどを判定 

敷地の判定：衛生上の有害、景観の阻害、立木･害虫等による生活環境阻害等を判定 

 

分類 概要 内容 棟数 

A 著しく管理不全 改善要請及び特定空家等として対応すべきか検討 2 

B 管理不全 改善要請を検討 156 

C 管理不全予備軍 経過観察 211 

D 良好な状態 良好 514 

地域 判定 棟数 計 割合

A 1

B 52

C 57

D 127

A 0

B 33

C 41

D 104

A 0

B 34

C 57

D 149

A 0

B 26

C 35

D 95

A 1

B 11

C 21

D 39

A 2

B 156

C 211

D 514

100%

8.2%

17.7%

27.2%

20.2%

26.8%237

178

240

156

72

883

世田谷

北沢

玉川

砧

烏山

全体
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（１）空家等の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

現地調査の結果、区内の空家等は 883棟であり、区内のほぼ全域に分布しているこ

とがわかりました。地域単位でみると、「深沢・奥沢・等々力」「世田谷・太子堂・若

林」「成城・喜多見」付近でやや多い傾向がみられます。 
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（２）分析結果 

① 空家密度の分布 

 

※密度解析において、隣接区市の空家等については考慮しておりません。 

  

空家等の分布状況を密度（空家棟数／k ㎡）で表したものが、上の図です。空家等は

世田谷区全域に分布していますが、空家等が集中しているエリアがあることがわかり

ます。 

平成 30 年の調査と比較すると、本調査における空家等の密度は、1 ㎢当り 50 棟

を下回っていることから前回調査時よりも密度が低くなりましたが、前回調査よりも

広範に分布している結果となっています。 

一方、空家等の密度は低くなっているものの、「若林」「太子堂」「祖師谷」は他の

地域よりも空家等の密度が高い傾向となっています。 

そのほか、「東玉川」「奥沢」周辺の空家等密度は前回調査よりも密度が低い結果と

なっています。 
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② 空家等と高齢者世帯の関係 

 

 

空家等の数と 65歳以上の世帯数では、やや相関がみられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空き家密度の分布 
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③ 空家等と居住期間の関係 

 

 

居住期間が 20 年以上の割合が高い地域では、空家密度が高い傾向がありました。

また、居住期間 20年以上の人口と空家等数では、やや相関がみられました。 

※地域毎で一番割合の高い居住期間の色を反映しています 

※地図上に記載されている数字は対象色の割合を示します。 

 

 

 

 

 

空き家密度の分布 
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④ 空家等と旧耐震建物分布の関係 

 
※密度解析において、隣接区市の空家等については考慮しておりません。 

 

空家密度が高い地域は、旧耐震の建物が多い傾向があり、分析結果のなかでは相関が

最も高くみられた結果となっています。  

※旧耐震建物とは昭和 56（1981）年５月以前に着工された建物です。 

 

 

 

 

空き家密度の分布 
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⑤ 空家等と総合危険度が高い地域の関係 

 

 

 空家等が多い地域の一部に、建物倒壊や延焼の危険度が比較的高い傾向があり、や

や相関がみられています。 

 

※災害活動困難度を考慮した総合危険度とは、地震の揺れによる建物倒壊や火災の危険性に、

避難や消火・救助など、各種の災害対応活動の困難さを加味して 1つの指標にまとめたもの

です。 

 

 

 

 

 

 

空き家密度の分布 
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2.2.2 建物使用実態アンケート調査結果 

 

空家等と推定した建物を対象に、所有者等の意向等の把握を行い、区の空家等対策の

充実を図るための基礎資料とすることを目的として、建物の使用実態アンケート調査

を実施しました。 

令和 3 年度時点で居住の確認や解体済が確認できた建物等を除いた 815 棟に、令

和４年度、アンケートを送付（固定資産税の納付書の送付先）し、回収率は 29.4%（240

通）でした。 

アンケート問１０以外は、問１０の「日常的に使用している」「賃貸中（入居者あり）」

「解体済である」「売却済・譲渡済である」と回答した方を除く１５８通をもとに分析

を行いました。 

※構成比は、端数処理の都合上、必ずしも「100％」とはなりません。 

 

 

問１ 「年齢」は次のうちどれですか。 

 

 

  

0.0%

0.6%

1.9%

4.4%

18.4%

27.8%

27.8%

14.6%

1.3%

3.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

２０歳未満

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳代

８０歳代

９０歳以上

無回答
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問２ アンケートに回答していただいている方は次のうちどなたですか。（複数回答） 

 

 

 

 

問３ アンケートに回答していただいている方のお住まいの地域はどちらですか。 

 

 

 

  

60.1%

22.8%

32.9%

9.5%

9.5%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

建物所有者本人

建物所有者の親族

建物の固定資産税等の納付者

（又は納税管理人）本人

建物の固定資産税等の納付者

（又は納税管理人）の親族

その他

無回答

東京都

（世田谷区内）

41.1%

東京都

（世田谷区外）

30.4%

東京都以外

26.6%

無回答

1.9%
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問４ 将来、この建物を相続される予定の方はいますか。 

 

 

 

 

問５ この建物が建っている「土地の所有者」は次のうちどなたですか。 

 

 

  

あり

63.3%

なし

12.0%

わからない

17.1%

無回答

7.6%

81.0%

8.2%

8.2%

0.0%

2.5%

建物所有者

建物所有者の親族

上記以外

不明

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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問６ この建物の「概ねの建築年（いつ建てたか）」は次のうちどれですか。 

※ 増築等している場合はこの建物の主な部分、また、敷地内に建物が複数ある場合は母屋について教えてください。 

 

 
 

 

問７ 「空家等対策の推進に関する特別措置法」を知っていますか。 

 

 

 

  

43.7%

29.1%

12.0%

3.2%

3.2%

0.6%

5.7%

2.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

～昭和46年（～1971）

昭和47年～昭和56年（1972～1981）

昭和57年～平成2年（1982～1990）

平成3年～平成12年（1991～2000）

平成13年～平成22年（2001～2010）

平成23年～（2011～）

わからない

無回答

はい

29.7%

いいえ

69.0%

無回答

1.3%
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問８ 特定空家等※になり「勧告」を受けた場合、固定資産税等の住宅用地に係る課税標

準の特例の対象から除外されることを知っていますか。 

 

 

問９ 問８のように住宅用地特例が解除された場合、固定資産税等が約４倍になると言わ

れています。もしそのような状況になった場合、どうすると思いますか。 

 

 

はい

25.9%

いいえ

72.2%

無回答

1.9%

必要な措置を講じ、

税額が上昇する前に

回避する。

77.2%

税額が上昇したまま

払い続ける。

4.4%

その他

13.9%

無回答

4.4%
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問１０ この建物を「現時点で使用」していますか。 

                   ※「今後の予定」ではなく「現時点の使用状況」をお答えください。 

 

 

問１１ この建物を「使用しなくなってどれくらい経過」していますか。 

※問１０で５・６を選んだ方は募集している期間を選択してください。 

 

 

12.1%

10.4%

3.3%

18.8%

1.7%

3.8%

5.0%

0.4%

17.9%

15.0%

8.8%

2.9%

0.0%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18% 20%

日常的に居住している

賃貸中（入居者あり）

時期限定（帰省・別荘等）で使用している

物置や倉庫として使用している

賃貸中（入居者を募集している）

売りに出している（不動産業者への依頼を含む）

転勤・施設への入所や入院等で一時的に住んでいな

い

増築・修繕等のために一時的に住んでいない

使用していないが管理は行っている

住んでいない（使っていない）

解体済である

売却済・譲渡済である

無回答

8.6%

23.8%

13.3%

23.8%

18.1%

1.9%

10.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

１年未満

１年～３年未満

３年～５年未満

５年～１０年未満

１０年以上

わからない

無回答
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問１２ この建物を「使用しなくなった原因・きっかけ」を教えてください。 

 

問１３ この建物は「現在どのような状態」ですか。 

 

 

  

27.6%

4.8%

21.9%

1.9%

1.0%

2.9%

20.0%

1.9%

11.4%

6.7%

0% 10% 20% 30%

住んでいた人が死亡し相続したが、

他に居住している住宅があるため

住んでいた人が死亡したが、

相続問題等で所有者が決まっていないため

住んでいた人が介護施設に入所又は入院したため

住んでいた人が年齢や身体的な理由で、

利便性の良いマンション等に転居したため

転勤などで長期不在のため

住む人の増減等、暮らしに変化が生じて転居したた

め

借家人が退去したため

建物の老朽化により、居住が困難となってきたため

その他

無回答

15.2%

36.1%

27.8%

8.2%

1.3%

5.7%

5.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

すぐに住める状態である

軽微な修繕や片付け等をすれば住める

状態である

老朽化や破損等により。住むには大規

模な修繕等が必要である

住むのは困難な状態である

把握していない

その他

無回答
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問１４ この建物について「困っていることや悩み」はありますか。（複数回答） 

 

14.6%

18.4%

11.4%

14.6%

11.4%

11.4%

14.6%

17.1%

10.8%

7.6%

8.2%

5.1%

7.6%

20.3%

8.2%

7.0%

5.7%

3.2%

26.6%

28.5%

9.5%

12.0%

29.7%

0% 10% 20% 30%

仕事が多忙等により、労力をかけることが難しい

年齢や身体的な理由で、労力をかけることが難しい

遠方に居住しているため、維持管理が難しい

更地にした後の固定資産税が上がる

リフォームしたいが金銭的に難しい

取り壊したいが金銭的に難しい

専門家の種類がたくさんあり、相談先がわからない

相談先への相談費用がいくらかかるかわからず不安である

家族・親族との思い出があり、賃貸や売却に抵抗がある

賃貸・売却したいが、賃貸・売却価格が低い

賃貸・売却したいが、相手が見つからない

賃貸で貸した場合に、自分が使いたいときに不自由がある

賃貸で貸した場合に、どんな人が借主になるか不安である

荷物等が置いたままであり、その処分に困ってる

家族内で意見が分かれ、利活用の話がまとまらない

相続関係者との合意が難しい

土地所有者との合意が難しい

建築基準法（接道など）の制約や上下水道が未整備など

の理由により利活用ができない

不審者による放火や不法侵入が心配

近隣の方に迷惑が掛かっているのではないかと不安

どのようにしたら良いかわからない

その他

無回答
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問１５ この建物を「将来どのようにしていきたいか」ご希望はありますか。 

（複数回答） 

 

 

 

問１６ 世田谷区では、空き家について無料で相談できる  窓口を設けています。以下の

窓口を知っていますか。また、相談事があった場合に利用してみたいと思います

か。 

 

 
 

 

 
 

25.3%

28.5%

12.7%

25.9%

12.7%

10.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

自らまたは親族で使用したい

売却したい

賃貸したい

まだ決めていない

その他

無回答

問１６-１-１ 問１６-１-２

項目名 集計値 構成比（％） 項目名 集計値 構成比（％）

全体 158 100% 全体 158 100%
知っている 24 15.2% 利用してみたいと思う 52 32.9%
知らない 96 60.8% 利用してみたいと思わない 45 28.5%
無回答 38 24.1% 無回答 61 39%

１　「空家等総合窓口」…区役所の空家対策担当部署の窓口です。

問１６-２-１ 問１６-２-２

項目名 集計値 構成比（％） 項目名 集計値 構成比（％）

全体 158 100% 全体 158 100%
知っている 18 11.4% 利用してみたいと思う 47 30%
知らない 101 63.9% 利用してみたいと思わない 46 29%
無回答 39 24.7% 無回答 65 41%

２　「空き家等に関する相談窓口」…専門家１５団体に直接相談できる窓口です。
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2.2.3 アンケート調査結果のクロス集計 

（１）「アンケート回答者の居住地」×「将来の活用希望」クロス集計 

 

 

 

 

問１６-３-１ 問１６-３-２

項目名 集計値 構成比（％） 項目名 集計値 構成比（％）

全体 158 100% 全体 158 100%
知っている 17 11% 利用してみたいと思う 43 27.2%
知らない 101 64% 利用してみたいと思わない 52 32.9%
無回答 40 25% 無回答 63 39.9%

３　「せたがや空き家活用ナビ」（※パンフレットを同封しております。）
空き家専門アドバイザーに相談しながら、複数の事業者を比較検討することができるインターネット上の窓口です。

問１６-４-１ 問１６-４-２

項目名 集計値 構成比（％） 項目名 集計値 構成比（％）

全体 158 100% 全体 158 100%
知っている 18 11.4% 利用してみたいと思う 24 15.2%
知らない 101 63.9% 利用してみたいと思わない 69 43.7%
無回答 39 24.7% 無回答 65 41.1%

４　「空き家等地域貢献活用相談窓口」
地域のために空き家等を提供したい所有者と利用団体のマッチングを行う窓口です。
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東京都（世田谷区内） 東京都（世田谷区外） 東京都以外

自らまたは親族で使用したい 売却したい 賃貸したい まだ決めていない その他
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3 空家等対策の課題 

 

前計画の振り返りをもとに、継続した取組みが必要な具体的施策や課題を把握しました。 

 

 

対策の方向性 前計画の具体的施策 実施した内容 評価 課題

データベースの管理
●把握した空家等の情報を一元管理し、履歴を記録し

ている。

●流通や利活用等により、件数が日々変動するため、

情報更新の継続が必要であるが、物件に関する履歴を

もとに対策を講じることができている。

●継続した取組みが必要である。

●情報収集により、所有者不明土地特措法に基づく財

産管理人の選任申立てを行うなど、対策に活用できて

おり、効果を上げている。

●継続した取組みが必要である。

●他自治体との情報交換ができている。 ●継続した取組みが必要である。

●所有者からの相談よりも、周辺住民からの相談が多

かった。

●所有者からの相談を増やすためのアプローチについ

て、対策を検討する必要がある。

●令和５年度送付分より、固定資産税等の納税通知書

に、空き家の利活用に関するチラシを同封することが

決定した。

高齢者への周知啓発
●民生委員児童委員にガイドブック、「せたがや空き

家活用ナビ」のチラシを配布した。

●民生委員へ広報し、高齢者への周知を図ることがで

きた。

●高齢者への周知をさらに広げるために、周知方法等

の検討を行う必要がある。

保健福祉部門との連携
●社会福祉協議会が主催する終活相談会に空家等の

ブースを出展した。

●「終活」や「相続」をテーマにした相談会に出展す

ることで、より多くの人たちに周知することができ

た。

●高齢者が興味を持つ相談会を積極的に活用し、周知

していく必要がある。

空家等総合窓口の設置 ●空家等総合窓口を設置して相談に対応してきた。

●総合窓口があることの安心感がある一方、所有者等

からの相談については、区単独で解決できないものが

ほとんどであり、ワンストップサービスとなっていな

い。

●総合窓口のほかに、協定団体による相談窓口、せた

がや空き家活用ナビがあるため、利用しやすい相談窓

口のあり方を検討する必要がある。

専門家・団体・企業等との連携の推進
●１５の専門家団体と協定を締結した。また、空家等

対策のセミナー等に後援を行った。

●協定団体に、所有者等からの相談対応を依頼し、管

理不全状態を解消した物件が4件あるが、各団体への相

談件数は、令和元年度:15件、令和2年度:27件、令和3年

度:27件と件数は伸び悩んでいる（※区からの紹介を含

む件数。空き家等地域貢献活用相談窓口を除く。）。

●相乗効果を高める連携方法を検討する必要がある。

所有者等への情報発信
●区のおしらせ、ホームページ等を活用して広報を

行った。

●所有者からの相談よりも、周辺住民からの相談が多

かった。

●所有者からの相談を増やすためのアプローチについ

て、対策を検討する必要がある。

●区外在住の所有者等への普及啓発方法を検討する必

要がある。

●周辺住民への対応について、庁内連携して取り組む

必要がある。

不動産市場への流通の促進
●民間事業者との協定により、「せたがや空き家活用

ナビ」を設置した。

●開設から約1年間で、相談数58件、マッチング数12件

であった（令和5年3月末現在）。

●より多くのマッチング数とするため、相談件数を増

やす施策が必要である。

社会情勢等の情報収集・発信

●国や東京都の連絡会等に参画し、法改正の動きや、

他自治体の取組みについて情報収集した。

●依頼に応じてセミナー等での講演を行った。

情報収集

発生抑制

適切な管理・流通

発生抑制

●ポスター・チラシ・ガイドブック等による普及啓発

を行った。

●固定資産税通知に合わせた情報発信の協力を要請し

た。
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対策の方向性 前計画の具体的施策 実施した内容 評価 課題

庁内連携
●行政課題（保育事業等）の解決に向けた空家等の利

活用を庁内に呼びかけた。

●行政課題解決のために、空家等の提供を求める部署

がなかった。

●今後、新たに建物や土地が必要になる施策がない

か、引き続き、空家等の利活用について、各部署の

ニーズを把握する等、連携していく必要がある。

空き家等地域貢献活用事業

●相談窓口を設置し、空き家所有者と空き家の活用を

希望する団体（ＮＰＯ法人等）とのマッチングを推進

した。

●「空き家等活用ゼミナール」の開催や、区報・区内

鉄道駅へのポスター掲示、所有者等への通知に事業チ

ラシを同封等、様々な広報媒体による周知を行った。

●「せたがや空き家活用ナビ」と連携し、相談者の状

況やニーズに合わせて、相互に紹介等を行った。

住宅確保等要配慮者世帯への居住支援の推進

●空き家、空き住戸等の所有者が住宅確保要配慮者が

入居を受け入れやすくなるよう、居住支援協議会で居

住支援事業案内を作成し、配布した。

管理不全空家等への対策

●区民等からの相談対応を行った。

●区民等からの相談及び実態調査により把握した管理

不全空家等の所有者等に対して情報提供・改善依頼を

行った。

●所有者等への情報提供や改善要請により、一定数の

改善があり、効果が見られたが、対応に非常に多くの

時間と手間のかかる困難案件も多く、対応に苦慮して

いる状況にある。

●特定空家等に至らない管理不全空家等への対策を強

化する必要がある。

●特定空家等の判断後も所有者との交渉継続により、

自主的解決に繋げることができた。

●複雑な状況にある所有者等も多く、措置を進めるに

あたって、より慎重な判断を期す案件があった。

●引き続き、空家等対策審査会への諮問や、弁護士等

への相談を適切に行っていく必要がある。

●判断基準改定により、特定空家等の対象がより広く

なった。

●対象が広くなることから、対象者への情報提供をよ

り積極的に行うため、手法等の検討を行っていく必要

がある。

要因に応じた対策
●対応の参考とするため、弁護士への法的相談を行っ

た。

●セカンドオピニオンとして、審査会とは異なる視点

での意見を聞くことにより、適切な対応をすることが

できた。

●継続した取組みが必要である。

増加させない対策

●管理不全に至っていない空家等の所有者等に対し

て、相談窓口の情報提供や、意向を尋ねる調査票を送

付した。

●管理不全になってからの対応は、所有者にとって解

決までの心理的、経済的負担が大きく、解決には非常

に困難を伴った。

●引き続き、管理不全に至っていない空家等の所有者

に対して相談窓口の周知や、意向を尋ねる調査票を送

るなど啓発していく必要がある。

空家等の状態把握と改善要請を継続する体制

確立

●データベースをもとに対応物件の状態を適宜把握

し、長期対応物件には改善要請を継続した。

●データベース管理により、即座に区内の空家等の状

況、改善要請の有無も把握でき、適切な対応に繋がっ

た。

●継続した取組みが必要である。

地域と空家等の所有者等をつなげる

●民生委員児童委員にガイドブック、「せたがや空き

家活用ナビ」のチラシを配布した。

●所有者等の了解のもと、空家等の近隣に対して連絡

先等を取り次いだ。

●民生委員児童委員から空家等についての情報が寄せ

られた。

●近隣住民の「誰に言えばいいかわからない」という

不安を解消することできた。

●継続した取組みが必要である。

利活用 ●売却等の一般的な不動産流通を希望する所有者は多

かったが、地域の課題解決の一助となるような利活用

を希望する所有者は少数であった。

●多様な利活用の希望を引き出すべく、所有者の相談

数を増やす必要がある。

●所有者の意向によるところが大きいため、空家等と

なる前段階から所有者に対し各事業への理解を促す必

要がある。

管理不全対策

特定空家等への対策

●累計11件を判断し、うち9件が所有者等により自主

的に解消した。2件が対応継続中（令和5年3月末現

在）。

●令和3年6月の空家法ガイドラインの改正に伴い、対

象をより広くとらえるよう庁内の判断基準を改定し

た。
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4 空家等対策の具体的実施施策 

３で前述した、継続した取組みが必要と判断した具体的施策を継続しつつ、以下の新規拡充する具体的施策を実施することにより、空家等対策をより一層推進していきます。 

 

所有者等の生前、かつ、判断能力が十分なうちから、その

家族も含め、空家等にしないための検討をすることの重要性

について、意識の啓発を図ります。 

・対象やねらいを定めた普及啓発 

 広く周知する活動に加え、相続に関する情報提供、遺言作

成支援等、具体的な啓発を進めます。 

・高齢者を対象とした普及啓発 

 福祉部局や福祉的な活動をする団体等を通して、必要な人

に必要な情報が届く啓発活動を展開します。 

・相談体制の充実 

 空家等となる前の相談も含めた対応を展開していきます。

相続や遺言作成等、発生抑制に必要な支援が可能な相談体制

の充実を図ります。 

・「世田谷区空き家対策ガイドブック」の改定 

 「終活」の一環として「空き家対策」を盛り込み、対処方

法を話し合うことの重要性を啓発する内容とします。所有者

等が生前に対処方針を決めておく方法についての情報提供を

充実します。 

 

空家等を早期に活用するという意識を醸成するとともに、

所有者等の早期の決断を促し支援する取組みを促進します。 

・わかりやすい相談窓口の設置 

近隣の空家等に対する不安や所有者等からの相談など、内

容に応じて適切に対処できるよう、区役所の相談窓口と民間

による相談窓口をわかりやすく整理します。 

・流通促進についての情報発信 

「せたがや空き家活用ナビ」によるインターネット上の発

信や相談受付など、区外の所有者へもアプローチしていきま

す。 

・各行政課題の解決に資する空家等の利活用 

空家等の利活用相談者数の増加や空家等となる前の所有者

への周知を進めることで、行政課題解決に向けた空家等の利

活用の可能性を探ります。 

空家等の適切な管理は所有者等の責務であることを基本と

しつつ、適切な管理が行われていない空家等に対しては、空

家法に基づいて必要な対策を講じます。 

・管理不全な空家等への対応 

 今後の空家法改正の内容を踏まえて、特定空家等となる前

段階での対応を進めていきます。 

・特定空家等への対応 

 空家等対策審査会への諮問や弁護士等への相談により、

様々な事情の特定空家等に対処していきます。 

・相続人不存在、所有者不明の空家等への対応 

 財産管理制度等の活用により、適切な管理が見込まれない

空家等への対応を進めます。 

 

空家等の発生抑制、適切な管理や活用、除却を促進するため、民間主体との連携を進めます。 

・民間主体による相談会開催への支援 

 「終活」の一環としての空家等対策、すでに空家等を所有して困っている方への支援等、多彩な民間団体によるセミナー、相談会の開催を支援します。 

・「せたがや空き家活用ナビ」の充実 

 空き家保険を付保する等、すぐに空家等の処分を判断できない等の不安を軽減し、相談しやすい工夫をしていきます。 

・福祉的活動団体との連携 

 高齢者への普及啓発や、施設入所、相続人不存在など具体的な事例に対処できるよう、福祉的活動団体と連携した対策を展開します。         

 

４.１ 発生抑制 4.２ 適切な管理の確保、活用促進 4.３ 除却の促進 

4.４ 民間主体との連携の推進 

33



 

27 

 

5 空家等に関する対策の実施体制 

■相談体制 

 

■管理不全な空家等への施策実施体制 
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